
平成28年度愛媛県重要文化財等保存修理費補助金交付要綱 

 

 （目的） 

第１条 県は、文化財保護法(昭和25年法律第214号)の規定に基づき、国の指

定する重要文化財（以下「国指定文化財」という。）の所有者等（以下「所

有者等」という。）が行う重要文化財等保存修理事業（以下「事業」とい

う。）に要する経費に対し、愛媛県補助金等交付規則（平成18年愛媛県規則

第17号）に定めるもののほか、この要綱の定めるところにより、予算の範囲

内で平成28年度愛媛県重要文化財等保存修理費補助金（以下「補助金」とい

う。）を交付することにより、国指定文化財の保存修理の円滑な実施を図る。 

 （補助対象経費等） 

第２条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。） 

 及びこれに対する補助金の額は次のとおりとする。 

事 業 区 分 
補助対象経費 

（支出費目） 
補助金の額 

１ 重要文化財及び史跡名勝天

然記念物等の保存修理等 

○共済費 

○賃 金 

○報償費 

○旅 費 

○需用費 

○役務費 

○委託料 

○使用料及び賃借料 

○工事請負費 

○原材料費 

○備品購入費 

補助対象経費から

国庫補助金を差し

引いた残額に３分

の１を乗じて得た

額(その額に 1,000

円未満の端数が生

じた場合は、これ

を切り捨てた額と

する。)の範囲内の

額とする。 

２ 遺跡詳細分布調査及び発掘

調査 

３ 出土遺物保存処理 

４ その他文化財の調査等 

 （補助金の交付申請） 

第３条 所有者等は、補助金の交付を受けようとするときは、補助金交付申請

書（様式第１号）に、次に掲げる書類を添えて、別に定める期日までに知事

に提出しなければならない。 

 (1) 事業計画書（様式第２号） 

 (2) 収支予算書（様式第３号） 

 (3) その他 

２ 所有者等は、前項の申請書を提出するに当たって、各事業実施主体におい

て当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額（補助対象経費に含まれる

消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和63年法律第108号）に

規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額に地

方税法（昭和25年法律第226号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額

との合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）がある場合には、

これを減額して申請しなければならない。ただし、申請時において当該補助

金に係る仕入れに係る消費税等相当額が明らかでないものについては、この

限りでない。 

 （補助金の交付決定） 

第４条 知事は、前条に規定する申請書を受理した場合は、その内容を審査し、



適当と認めたときは、必要な条件を付して、補助金の交付を決定し、速やか

に所有者等に通知するものとする。 

 （補助事業の変更承認申請） 

第５条 前条の規定により補助金の交付決定を受けた所有者等（以下「補助事

業者」という。）は、補助金の交付決定を受けた事業（以下「補助事業」と

いう。）について、次の各号のいずれかに該当する変更をしようとするとき

は、あらかじめ補助事業変更承認申請書（様式第４号）を知事に提出し、そ

の承認を受けなければならない。 

 (1) 補助事業の内容の変更 

 (2) 配分した経費の区分ごとの事業費の20パーセントを超える変更 

 (3) 補助金の交付決定額が増額又は減額されることとなる変更 

 （補助事業の中止又は廃止） 

第６条 補助事業者は、補助事業を中止し、又は廃止しようとするときは、あ

らかじめ補助事業中止（廃止）承認申請書（様式第５号）を知事に提出し、

その承認を受けなければならない。 

 （状況報告） 

第７条 補助事業者は、補助金の交付の決定に係る年度の12月20日までに事業

遂行状況報告書（様式第６号）を知事に提出しなければならない。 

 （実績報告） 

第８条 補助事業者は、補助事業完了後、速やかに補助事業実績報告書（様式

第７号）に、次に掲げる書類を添えて、知事に提出しなければならない。 

 (1) 事業の実績（様式第８号） 

 (2) 収支決算書(様式第９号) 

 (3) 支出明細書(様式第10号) 

 (4) その他 

２ 第３条第２項ただし書により交付申請をした補助事業者は、前項の実績報

告書を提出するに当たって、第３条第２項ただし書に該当した各事業実施主

体において当該補助金に係る仕入れに係る消費税相当額が明らかになった場

合には、これを補助金額から減額して報告しなければならない。 

３ 第３条第２項ただし書により交付申請した補助事業者は、第１項の実績報

告書を提出した後において、消費税及び地方消費税の申告により当該補助金

に係る仕入れに係る消費税等相当額が確定した場合には、その金額（前項の

規定により減額した場合には、その金額が減じた額を上回る部分の金額）を

仕入れに係る消費税等相当額報告書（様式第11号）により速やかに知事に報

告するとともに、知事の返還命令を受けてこれを返還しなければならない。 

 （補助金額の確定） 

第９条 知事は、前条に規定する実績報告書を受理した場合は、その内容を審

査し、必要に応じて調査を行い、適当と認めたときは、補助金の額を確定し、

その旨を補助事業者に通知するものとする。 

 （補助金の請求） 

第10条 前条の規定により補助金の額の確定通知を受けた補助事業者は、補助

金精算払請求書（様式第12号）を、知事に提出しなければならない。 

（補助金の交付） 

第11条 知事は、前条の規定による精算払請求書を受理した場合は、補助金を

交付するものとする。 



 （財産の管理） 

第12条 補助事業により取得し、又は効用の増加した財産（以下「取得財産

等」という。）のうち、規則第22条第２項第４号に規定する財産は、取得価

格又は効用の増加価格の単価が50万円を超える機械及び重要な器具とする。 

２ 規則第22条第２項ただし書に規定する期間は、減価償却資産の耐用年数等

に関する省令（昭和40年大蔵省令第15号）に定められている耐用年数に相当

する期間とする。 

３ 補助事業者は、前項に規定する期間中において、処分を制限された取得財

産等を処分しようとするときは、あらかじめ知事の承認を受けなければなら

ない。 

４ 知事の承認を受けて取得財産等を処分することにより、収入があった場合

には、その収入の全部又は一部を県に納付させることがある。 

（関係書類の保管） 

第13条 補助事業者は、補助事業に係る収入支出の帳簿及び証拠書類を整備し、

補助事業終了の年度の翌年度から起算して５年間保管しなければならない。 

 



様式第１号（第３条関係） 補助金交付申請書 

 

平成28年度愛媛県重要文化財等保存修理費補助金交付申請書 

 

第   号  

平成  年  月  日  

 

 愛媛県知事       様 

 

                  住所 

                  事業主体名 

                  代表者職氏名         ㊞ 

 

 平成28年度において重要文化財等保存修理事業を下記のとおり実施したいので、

平成28年度愛媛県重要文化財等保存修理費補助金交付要綱第３条の規定により、

補助金         円を交付されるよう関係書類を添えて申請します。 

 

記 

 

１ 事業の目的 

 

２ 事業計画書 

 

３ 収支予算書 

 

４ そ の 他 

 

 

 

（補助金算定調書） 

 
金   額（単位：円） 備   考 

 補 助 事 業 費                    
 

 事業に要する経費 

 補 助 対 象 経 費                    
 

 補助金交付の対象となる経費 

 補 助 率                    １／３以内  

 補 助 算 定 額 
 

 (補助対象経費-国庫補助金)×1/3 

補助金交付申請額 
 

 様式第3号収支予算書の県費補助金と同額 

注 第３条第２項により、当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額を減額

して申請する場合には、別紙「平成28年度愛媛県重要伝統的建造物群保存修理

費補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額集計表」を添付すること。 



様式第２号（第３条関係） 事業計画書 

 

事 業 計 画 書 

 

補助対象事業の名称 

 

事 業 実 施 期 間                    
平成  年  月  日から 

平成  年  月  日まで 

総 事 業 費                    

 

事 業 の 内 容                    

 

 注 設計書、図面、写真その他事業の概要が分かるものを添付すること。 



様式第３号（第３条関係） 収支予算書 

 

収支予算書 

 

１ 収入 

項   目 予  算  額 備    考 

県費補助金 
円

 

   

   

   

計   

 

２ 支出 

経 費 区 分 予  算  額 備    考 

主 

た 

る 

事 

業 

費 

 円 

   

   

   

小 計 
  

そ 

の 

他 

の 

経 

費 

   

   

   

   

小 計 
  

合 計 
  



様式第４号（第５条関係） 補助事業変更承認申請書 

 

平成28年度愛媛県重要文化財等保存修理事業変更承認申請書 

 

第   号  

平成  年  月  日  

 

 愛媛県知事       様 

 

                  住所 

                  事業主体名 

                  代表者職氏名         ㊞ 

 

 平成  年  月  日付け愛媛県指令  第  号で、補助金交付決定の通

知があった重要文化財等保存修理事業を、下記のとおり変更したいので、平成28

年度愛媛県重要文化財等保存修理費補助金交付要綱第５条の規定により、その承

認を申請します。 

 

記 

 

１ 変更の内容 

 

２ 変更の理由 

 

３ 補助金交付変更額 

     既交付決定額   金       円也 

     変更承認申請額  金       円也 

     差引増減額    金       円也 

 

４ 事業計画書  別紙事業計画書朱書のとおり 

 

５ 収支予算書  別紙収支予算書朱書のとおり 

 

６ その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 設計書、図面その他変更の内容が分かるものを添付すること。



様式第５号（第６条関係） 補助事業中止(廃止)承認申請書 

 

平成28年度愛媛県重要文化財等保存修理事業中止（廃止）承認申請書 

 

第   号  

平成  年  月  日  

 

 愛媛県知事       様 

 

                  住所 

                  事業主体名 

                  代表者職氏名         ㊞ 

 

 平成  年  月  日付け愛媛県指令  第  号で、補助金交付決定の通

知があった重要文化財等保存修理事業を中止(廃止)したいので、平成28年度愛媛

県重要文化財等保存修理費補助金交付要綱第６条の規定により、その承認を申請

します。 

 

記 

 

１ 事業の中止（廃止）の理由 

 

２ 中止の期間（廃止の時期） 

 

 



様式第６号（第７条関係） 事業遂行状況報告書  

 

平成28年度愛媛県重要文化財等保存修理事業遂行状況報告書 

 

第   号  

平成  年  月  日  

 

 愛媛県知事       様 

 

                  住所 

                  事業主体名 

                  代表者職氏名         ㊞ 

 

 平成  年  月  日付け愛媛県指令  第  号で、補助金交付決定の通

知があった重要文化財等保存修理事業の遂行状況について、平成28年度愛媛県重

要文化財等保存修理費補助金交付要綱第７条の規定により、下記のとおり報告し

ます。 

 

記 

 

総事業費 

事業の遂行状況 

備考 11月末日までに完了したもの 12月1日以降に実施するもの 

事業費 出来高比率 事業費 事業完了予定年月日 

円 円 ％ 円   

 



様式第７号（第８条関係） 補助事業実績報告書 

 

平成28年度愛媛県重要文化財等保存修理事業実績報告書 

 

第   号  

平成  年  月  日  

 

 愛媛県知事       様 

 

                  住所 

                  事業主体名 

                  代表者職氏名         ㊞ 

 

 平成  年  月  日付け愛媛県指令  第  号で、補助金交付決定の通

知があった重要文化財等保存修理事業の実績について、平成28年度愛媛県重要文

化財等保存修理費補助金交付要綱第８条の規定により、関係書類を添えて報告し

ます。 

 

記 

 

１ 事業の実績 

 

２ 収支決算書 

 

３ 支出明細書 

 

４ その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 第８条第２項により、当該補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額を減額

して報告する場合には、別紙「平成28年度愛媛県重要伝統的建造物群保存修理

費補助金に係る仕入れに係る消費税等相当額集計表」を添付すること。 



様式第８号（第８条関係） 事業の実績 

 

事 業 の 実 績 

 

補助対象事業の名称 

 

 

事 業 実 施 期 間                    
平成  年  月  日から 

平成  年  月  日まで 

総 事 業 費                    

 

事 業 の 内 容                    

 

 注 出来高調書、検査調書その他事業の完了が確認できるものを添付すること。 



様式第９号（第８条関係） 収支決算書 

 

収 支 決 算 書 

 

１ 収入 

項   目 予  算  額 決  算  額 備 考 

県費補助金 
円 円 

 
   

 
   

 
   

計 
   

 

２ 支出 

経 費 区 分 予  算  額 決  算  額 備 考 

主 

た 

る 

事 

業 

費 

 円 円 

    

    

    

小 計 
   

そ 

の 

他 

の 

経 

費 

 
   

 
   

 
   

 
   

小 計 
   

合 計 
   

 



様式第10号（第８条関係） 支出明細書 

 

支 出 明 細 書                             

 

経費区分／項目 員  数 単  価 金   額 備   考 

  円 円 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

 



様式第11号（第８条関係） 仕入れに係る消費税等相当額報告書 

 

     平成28年度愛媛県重要文化財等保存修理費補助金に係る 

     仕入れに係る消費税等相当額報告書 

 

第   号  

平成  年  月  日  

 

 愛媛県知事       様 

 

                   住所 

                   事業主体名 

                   代表者職氏名        ㊞ 

 

 平成  年  月  日付け愛媛県指令  第  号で、交付決定の通知があ

った重要文化財等保存修理費補助金について、平成28年度愛媛県重要文化財等保

存修理費補助金交付要綱第８条第３項の規定により、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 補助金交付要綱第９条の補助金額の確定額 

 （平成  年  月  日付け  第  号による額の確定通知額） 

         金        円也 

 

２ 補助金の確定時に減額した仕入に係る消費税等相当額 

         金        円也 

 

３ 消費税及び地方消費税の申告により確定した仕入れに係る消費税等相当 額 

         金        円也 

 

４ 補助金返還相当額（３－２） 

         金        円也 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注 事業実施主体別の内訳資料、その他参考となる資料を添付すること。 



様式第12号（第10条関係） 補助金精算払請求書 

 

平成28年度愛媛県重要文化財等保存修理費補助金精算払請求書 

 

第   号  

平成  年  月  日  

 

 

 愛媛県知事       様 

 

                  住所 

                  事業主体名 

                  代表者職氏名         ㊞ 

 

 平成  年  月  日付け愛媛県指令  第  号で、交付決定の通知があ

った重要文化財等保存修理費補助金について、平成28年度愛媛県重要文化財等保

存修理費補助金交付要綱第10条の規定により、下記のとおり請求します。 

 

記 

 

一金        円也 

 



別紙（第３条、第８条） 仕入れに係る消費税等相当額集計表 

 

     平成28年度愛媛県重要文化財等保存修理費補助金に係る 

     仕入れに係る消費税等相当額集計表 

 

（単位：円） 

事業実施主体名 
仕入れに係る消費税額と当該

金額に地方消費税を乗じて得

た金額との合計（Ａ） 

補助率 

（Ｂ） 

仕入れに係る

消費税等相当

額（Ａ×Ｂ） 

備 考 

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

注１ 第３条第２項及び第８条第２項により、当該補助金に係る仕入れに係る消

費税等相当額を減額して申請又は報告する場合、事業実施主体ごとに内訳を

記載すること。 

 ２ 「仕入れに係る消費税額と当該金額に地方消費税率を乗じて得た金額の合

計額」欄は、補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、

消費税法（昭和63年法律第108号）に規定する仕入れに係る消費税額として

控除できる金額と当該金額に地方税法（昭和25年法律第226号）に規定する

地方消費税率を乗じて得た金額との合計額を記載すること。 

 ３ 「仕入れに係る消費税等相当額」欄には、補助対象経費に含まれる消費税

及び地方消費税相当額のうち、消費税法に規定する仕入れに係る消費税額と

して控除できる金額と当該金額に地方税法に規定する地方消費税率を乗じて

得た金額との合計額に補助率を乗じて得た金額を記載すること。 
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